





























































































項　　目 人　　口 県内総生産 地　方　税 歳　　出
平　　均 269万人 10．6兆円 3，316億円 11，341億円
最大／最小倍率 19，2倍 40．7倍 36．2倍 13．5倍
標準偏差 245万人 13．7兆円 4，004億円 9，692億円











































































































































































移譲対象国税 所得税 法人税 消費税 たばこ税 酒税 （参考） （参考）
配分基準 道府県民税所得割
道府県民税
法人税割 地方消費税 道府県たばこ税 酒販売額 都道府県税収総額 人　口
最大／最小倍率 40．6倍 62．9倍 2生3倍 26，9倍 38．0倍 36，2倍 192倍












税目 構成比（％） 最大／最小倍率（倍） 変動係数（％）
事業税（法人分） 25．1 74．3 175．1
地　方　消　費　税 16．2 24．3 102．5
道府県民税（所得割） 15．3 40．2 126．8
????
自　　動　　車　　税 11．3 15．9 83．5
道府県民税（利子割） 8．3 55．9 111．2
そ　　　の　　　他 23．8 27．3 106．6
????固　定　資　産　税 45．3 4，094．3 231．3市町村民税（所得税） 29．7 2，140．2 208．7
市町村民税（法人税割） 8．9 5，040．0 30L6
そ　　　の　　　他 16．1 2，454．1 279．8




















































































































































































































税目 区分 課税物件 税収（億円） 使途
揮発油税 国税 揮発油 28，442 全額国道路財源
地方道路税 国税・地方譲与税 揮発油 3，042全額地方道路財源
石油ガス税 国税・地方譲与税 自動車用石油ガス 280 1／2国道路財源1／2地方道路財源
自動車重量税 国税・地方譲与税 乗用車等 11，200 　3／5国道路財源1／4市町村道路財源
自動車取得税 地方税 自動車取得 4，657全額地方道路財源
軽油取引税 地方税 軽油 11，851 全額地方道路財源
自動車税 地方税 自動車保有 18，182 一般財源





































































保安林整備管理 8．9 5．8 65．4
森林計画 9．7 8．7 89．6
林業生産流通総合対策 334．5 299．7 89．6
林業普及指導 41．7 41．7 100．0
森林病害虫等防除 27．2 31．8 994
農林漁業信用基金出資及び助成 80．3 0．0 0．0
国際林業協力 7．3 0．0 0．0
林業振興事業指導事務費等 3．9 0．0 0．0
計 513．5 383．0 74．6
（資料）会計検査調査会（2002）『国の予算と決算　平成14年版』会計検査調査会
（2）環境譲与税の仕組み
　環境負荷税を地方の財源として、どのように具体化すべきか考えてみよ
う。
　地方財源とする場合、大きく分けて地方税、地方交付税、国庫支出金、
地方譲与税が考えられる。このうち、国策として国税が選択されるため地
方税は考えられない。また、地方交付税は目的があくまで財政調整にある
うえ、いわゆる富裕団体には森林保全などのインセンティブが働かないと
いう欠点がある。国庫支出金の場合、特定財源であり使途が限定される。
また、国庫支出金はもちろん、地方交付税についても中央政府に一定の裁
量が働くため、なかなか地方独自の財源とはいえない。
　残る地方譲与税は、国税として徴収して客観的基準により地方自治体に
譲与する税である（11）。2000年度決算でみると、地方財政全体で歳入の0．6
（11）　現在、地方譲与税は、地方道路譲与税、石油ガス譲与税、特別とん譲与税、自動
　車重量譲与税、航空機燃料譲与税がある。このうち特別とん譲与税が一般財源であ
　り、地方道路譲与税は、財源調整機能が加味されている。また、地方消費税の導入
　により1997年度に廃止された消費譲与税は、一般財源であった。
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％にすぎない。しかし、環境負荷税を地方の財源とするうえで、多くの長
所がある。まず、一般財源として譲与できる。また、譲与基準は地方交付
税と比べ単純である。さらに、財政力とは関係なく全自治体が譲与の対象
となる一方で、現行の地方道路譲与税のように財政力を譲与基準のなかに
一部組み込むことも可能である。
　具体的な税目としては、揮発油税、自動車重量税（国分、一般財源分を
含む）、そして石油ガス税（国分）のすべてを環境負荷税とし、地方譲与
税とすべきであろう。税収は、合計で3兆6，335億円（2000年度決算）と
なる。環境譲与税の譲与対象は、都道府県と市町村の両方が望ましい。森
林保全や林業普及など、都道府県、市町村それぞれに一定の役割があるう
え、地方財源としての必要性もある。
　譲与基準としては、森林面積と森林増加量で按分配分することが考えら
れる（増加量がマイナスの場合は、減額すべきであろう）。森林面積と増
加量のバランスは、地球環境対策としての吸収源目標をどの程度設定する
かによって変わるであろう。なお、財政力が低く森林面積がゼロの自治体
もあるので、市町村で普通交付税の交付団体に限り総面積の5％分をあら
かじめ森林面積に上乗せし、現行の地方道路譲与税並みの若干の財政調整
機能を含めるべきであろう。
　また、地方交付税の基準財政収入額への算入方法については、1997年度
に廃止された消費譲与税の手法が望ましい。現状の地方譲与税は、収入見
込額の100％が基準財政収入額に算入される。これでは、大多数を占める
普通交付税の交付団体では積極的に森林保全を進めるインセンティブが働
かない。一方、消費譲与税は、収入見込額の80％（都道府県の場合、市町
村は75％）を算入し、地方税と同様の扱いにしていた。環境譲与税につい
ても、森林保全のインセンティブを与え地方財源としても充実させるため、
これに倣うべきである。
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（3）環境譲与税による財源面の効果
　実際、環境譲与税の導入により、各自治体の財政にどのような影響が出
るかシミュレーションしてみよう。ここでは、現実的かつ望ましい姿とし
て、環境譲与税の導入とともに該当税収の半分の国庫支出金が削減される
ケースを想定する（12）。また、森林面積の増加分については、これまで森林
の増加による財源増加というインセンティブ・システムがなかったことか
ら、ここではすべて森林面積のみでの譲与と仮定する。
　まず、新たに環境譲与税が導入されると、森林面積の大きい地方圏の自
治体を中心に譲与される。しかも、原子力発電所などがあるような特殊な
ケースを除けば、森林面積の大きい自治体は、財政力が低い傾向にある。
結果として、環境譲与税は、財政力が低い自治体ほど多く譲与される傾向
にある。市町村でみると、財政力指数0．2未満のきわめて財政力の低い自
治体では、歳入総額の平均21．3％にあたる環境譲与税が譲与される（図表
9）。財政力が高くなるにしたがい、環境譲与税による歳入への影響は小
さくなり、普通交付税の不交付団体やそれに近い水準の財政力を有する自
治体では、環境譲与税が導入されても、歳入の1％未満の影響を受けるに
すぎない。
　この傾向は都道府県でも同様である。財政力の高い東京都はじめ大都市
圏の都府県では、環境譲与税による歳入への影響は1％未満である。一方、
もっとも影響の大きい北海道では、環境譲与税が12％にのぼる。
　地方譲与税の増加分のうち、半分は国庫支出金の削減により財源が手当
てされると想定した。残りは地方財政計画を通じて地方交付税総額の減額
（12）　本文で示した以外のシミュレーションの前提条件は次の通り。
　普通交付税の基準財政収入額：環境譲与税収の80％（都道府県、市町村は75％）だ
　け増加、特別交付税：全自治体で交付税総額と同じ削減率で削減、基準財政需要額：
　普通交付税総額と一致させるように調整されると想定、国庫支出金：普通建設事業
　費を中心に削減・2000年度実績：注5と同じ、森林面積：農林水産省統計情報部編
　r2000年世界農林業センサス結果報告書一林業編（47県分冊）』による。
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につながる。これにより、地方交付税の規模膨張に起因する問題点の緩和
が期待できる。ただし、地方交付税はもちろん、国庫支出金についても、
地方圏の財政力の低い自治体に多い傾向がある。そのため、財政力の低い
自治体において環境譲与税が増加しても、地方交付税や国庫支出金の減額
が相対的に大きければ、第2章でみた国税から地方税への税源移譲のケー
スと同様の結果になる。
　試算の結果、財政力の低い自治体では、環境譲与税の増収効果がはるか
に大きいことがわかった。まず、市町村でみてみよう（図表9）。地方交
付税や国庫支出金の減額を考慮しても、財政力指数0．2未満の自治体平均
で歳入の20．4％増、02～0．4の自治体でも平均8．8％の増加となる。一方、
財政力は高いものの、普通交付税の交付されている自治体で、歳入総額が
減少する自治体が目立つ。最大で、歳入総額が5％減額となる自治体もあ
る。
　都道府県についても、同様の傾向がみられる（13）（図表10）。もともと財
政力の高い大都市圏の自治体では、環境譲与税による増収分に比べ、地方
交付税や国庫支出金の減収の方が多い。一方、北海道をはじめ森林面積の
大きい地方圏の自治体の多くでは、環境譲与税の増収分が大きい。
　このように、地方圏の自治体を中心として、森林面積の大小が財源の多
寡に大きく反映されることがわかるので、森林保全の強いインセンティブ
になることは間違いない。しかも、それは地方交付税のように大都市住民
から批判されるものでもなければ、国庫支出金のように中央政府の裁量に
振り回されるものでもない。森林保全を通じた地球環境対策の対価といえ
るものである。その意味で、地方税のような完全な自主財源とは違うもの
の、実質的に自主財源に近いものと考えることができる。
（13）　沖縄県のように、財政力が低いうえに森林面積が狭い自治体がある。基地の存在
　や森林に不適な土壌などその要因はさまざまである。環境譲与税以外の部分で別途
　財源策を検討する必要があるだろう。
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　　　図表9　環境譲与税導入による歳入総額への影響（市町村）
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図表10　環境譲与税導入による歳入総額への影響（都道府県）
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（注）1．市町村分は含まない
　　2．財政力指数などベースは2000年度決算
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むすび
　本稿において、税源移譲では、財政力の高い自治体が大幅に増収となる
のに対して、財政力の低い自治体は地方交付税の減額などが大きく、大幅
な減収になることがわかった。一方、環境譲与税の導入をすれば、一部を
除き財政力の低い自治体を中心に財源が豊かになることが検証された。こ
うしたことから、税源移譲と環境譲与税導入を組み合わせれば、財源面で
の地方分権に効果的となる。もちろん、現行の地方税の体系について、格
差を緩和するようなものへの変更もあわせて行なうべきである。こうした
ことを複合的に行なわず、単純に国税を地方税に移譲するような方法では、
国全体として多様性や活力を生むことにはならないであろう。
　もともと、財源面に限らず権限面も含め、地方分権は地域の多様性を生
み、国全体として生活の質を高め活力を生むことが目的のはずである。税
源移譲だけでなく、環境譲与税の導入により、地方自治体が地域づくりに
ついてその目指す方向を広い範囲から選択することができるようにすべき
である。その結果として、地方自治体が能動的な取り組みとして地球環境
対策に一定の役割を果たすことも期待できる。単純に国税を地方税に移譲
するといった方策を避け、そもそも何のために財源面における地方分権を
行なうのか、その目的に本当に合致した方法は何か、視野を広げて検討す
る必要があるだろう。
参考文献
OECD（2001）Eη厩ronmen齪y　Rθ彪ねd　7物xθs∫η　OEO匹）0αmオガ吟α
　　拍sαθs　aηd5な訪θg1θs，OECD（天野明弘監訳（2002）『環境関連税制』
　　有斐閣）
OECD（2000）　7ぬθRoad血ofη　ゆoホα　α1r眉ε刀‘Oo2aηd　7加5ρo婬
　　Po万c∫θs加が1θEン4，0ECD。
地方財源としての環境譲与税（浅羽）（27）282
O　E　CD（1998）r環境税とグリーン税制改革』技術経済研究所
浅羽隆史（2002）「地方交付税の実態・問題点と改革案」『富士総研論集』
　　2002年皿号
浅羽隆史（2001）『手にとるように財政のことがわかる本』かんき出版
地方税務研究会編（2002）『道府県税研修用テキスト』地方財務協会
藤田香（2001）『環境税制改革の研究』ミネルヴァ書房
石弘光編（1993）『環境税一実態と仕組み』東洋経済新報社
石原信雄（2000）r新地方財政調整制度論』ぎょうせい
岩波一寛編（2001）rどうする自治体財政』大月書店
神野直彦（2001）『「希望の島」への改革』NHKブックス
神野直彦（1998）rシステム改革の政治経済学』岩波書店
神野直彦・金子勝（1998）『地方に税源を』東洋経済新報社
諸富徹（2000）『環境税の理論と実際』有斐閣
内閣府（2001）r平成13年度年次経済財政報告』
日本地方財政学会編（1999）『地方分権と財政責任』勤草書房
岡本直樹・吉村恵一（2002）『地方財政改革シミュレーション』ぎょうせい
岡本全勝（2002）『地方財政改革論議』ぎょうせい
臨調・行革審O　B会（1991）『日本を変えた10年』行政管理研究センター
参議院予算委員会調査室（1992）『財政ファイルブック』参議院予算委員会
　　調査室
市町村税務研究会編（2002）『市町村税研修用テキスト』地方財務協会
税制調査会（2000）『わが国税制の現状と課題』
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（本学法学部専任講師）
